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コーポレート・ベンチャリングにおける経営者教育
Management Development of Corporate Venturing 
東洋大学経営力創成研究センター研究支援者清水健太
要旨
本稿の目的は、コーポレ トー・ ベンチャリングにおける経営者教育の理論構造
を明らかにするものである。近年、日本においてもコーポレート・ベンチャリン
グが導入されている。しかし、日本企業のコーポレート・ベンチャリングは、必
ずしも機能しているわけではない。本稿では、コーポレート・ベンチャリングで
新しく創造される経営体に焦点をあてた。そしてコーポレート・ベンチャリング
におけるマネジメントの階層について論じた。コーポレート・ベンチャリングを
成功させるには、経営者教育が重要になると論じた。
キーワード(Keywords):コーポレ トー・ベンチャリング(CorporateVenturing)、
経営者教育 (ManagementDevelopment) ，企業家精
神 (Entrepreneurship)
Abstract 
The Purpose of this paper is to clarify the theoretical framework of 
management development in corporate venturing. Recent years， corporate 
venturing is introduced by Japanese companies. However， corporate 
venturing of Japanese companies is not necessarily effectiveness functioning. 
This paper focused on the venture business created by corporate venturing. 
And the three class of the management in corporate venturing was discussed. 
In order to have made corporate venturing successful， itwas argued that 
management development became important. 
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1はじめに
わが国においても、コーポレート ・ベンチャリング (Corporate-Venturing) 
が展開されてきて、すでに十数年が経過しており、その意義や課題について論じ
られるようになってきている。わが国においては、コーポレート・ベンチャリ ン
グによってもたらされた意義よりもいまだ成果が乏しいために、課題について論
じられる傾向が強い。本稿においても、 日本においてコーポレ トー・ ベンチャリ
ングが必ずしも機能しない状況について経営学的に論じてし、く。
日本におけるコーポレート・ベンチャリングが十分に機能しない課題としては、
起業などに関するインフラの整備不足や、知的財産の管理に関する論述などもあ
るが、本稿では経営学の論点に焦点をあてることを重視している。よって、特に
コーポレート ・ベンチャリングによって生じる新しい経営体の経営者の問題につ
いて論じる。本稿では、まずコーポレ トー・ ベンチャリングの経営学的な意義に
ついて簡単に説明する。次にコーポレート ・ベンチャリングによって内部から外
部に切り出される経営体の経営者の問題について論じる。最後に、新しい経営体
の経営者に必要な経営教育について論じている。
2.コーポレート・ベンチャリングの定義
2. 1 Block and Macmillan (1993) らの定義1)
Block and Macmillan (1993) らはコーポレー ト・ベンチャリングを次のよ
うに定義している。
-その荷ι織がそれまで手がけたことのない新たな活動であること
寸断哉内で開始すること、または運営すること
.本業より高い失敗のリスクと多額の損失をともなうこと
.本業より不確実性が高いこと
・いずれかの時点で本業から切り離すこと
-推進の目的が売上・利益の増大、生産性・品質の向上であること
Block and Macmillanらのコーポレート・ベンチャリングの主要な研究焦点は、
経営体内部の経営資源を外部に切り出す形で行われるコーポレート ・ベンチャリ
ングに重きを置いている。経営体外部の経営資源を内部に取り込むことや、経営
体と連携させる形で行う新事業創造については重きを置いていない。近年のコー
ポレート ・ベンチャリングにおいては、社内の経営資源を活用して新事業創造を
行うのみならず、一度外部に切り出したベンチャーを再ひ、取り込む形態や、外部
経営資源の活用を図るものなどがあり、実態にそぐわないものも多くある。よっ
て本稿では、下記の大企業発ベンチャー研究会の定義を使用している。
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2.2大企業発ベンチャー研究会の定義 2)
大企業発ベンチャー研究会は、コーポレート・ベンチャリングについて 「企業
が起業家精神(アントレプレナーシップ)を活用したベンチャー的な手法で、新事
業費Ij出を行うことを「コーポレートベンチャリング」と定義する。具体的には、
企業が内部経営資源(技術 ・人)を外部化しベンチャー企業として育成 ・活用す
る(大企業から技術ベンチャーを切り出す)、あるいは、外部ベンチャー企業を育
成 ・活用することで自社の新事業創出を行う(大企業が外部技術ベンチャーを活
用する(取り込む)こと)Jなどを指すとしている。
2.3日本のコーポレート・ベンチャリングの課題
日本においてもコーポレート ・ベンチャリングが活用されるようになり、様々
な意義や課題が論じられている。前田 (2010)は、日本企業のコーポレート ・ベ
ンチャリングの意義として、ベンチャー企業が育ちにくい風土である日本におい
ては、大企業がベンチャー企業創造の担い手にならざるをえなく、大企業と、大
企業発ベンチャーがWin明Tinになれる関係、の構築が必要であると指摘している。
また、日本のコーポレート・ベンチャリングについても、何をもって成功とする
のは明確ではないものの、必ずしも機能していない面もあることを指摘している。
日本のコーポレート ・ベンチャ リングにおいては、社内ベンチャーから社外ベン
チャーへの展開が必要で、あり、大企業の中で、行われる社内ベンチャーで、は、大企
業というしがらみや制約があり、本当の意味で、のベンチャーのメリットは活かせ
ないと指摘している。そのため、社内ベンチャーなどについては、母体企業が以
下の3つ方向性を示し、「宇土外ベンチャーJへ切り出す必要性を指摘している。
①企業のコア事業として事業部に戻す。その時は、社内ベンチャーとしてその時
は社内ベンチャー責任者を事業部長にする。
② 企業の戦略子会社として戻す。その時は、社内ベンチャー責任者を子会社社
長として任命する。
③ スピンオフ ・ベンチャー企業として独立させる。その時は、社長は退職して
転籍し退職金を資本金に、企業からベンチャーに派遣されている社員は退職
してベンチャー企業に転籍するか企業に戻るかを決定する。
前田は日本企業のコーポレート ・ベンチャリングにおいては、このような明確
な基準定められておらず、あいまいな位置づけがコーポレート ・ベンチャリング
が機能しない一つの要因であると指摘している 3)。
また、大企業研究会 (2008)においても、日本企業のコーポレ トー・ ベンチャ
リングが必ずしも機能していなことを指摘している。このような背景として2の
点を指摘している 4)。
①取り組まないことによる潜在的デメリットが顕在化しないため取り組まない
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方向に流れがちであること
②チャレンジすること自体へのプラスの評価がなく、逆に失敗した場合のデメ
リットのみが顕在化する仕組みになっていること
このように日本のコーポレート・ベンチャリングが機能しない理由として、大
企業発ベンチャー研究会においても、大企業側の評価が十分でないことや、コー
ポレート・ベンチャリングの仕組みが起業するスピンオフ・ベンチャーの経営者
になることへのインセンティフ、になっていないことを指摘している。このような
指摘は非常に意義のあることである。大企業の経営者のマネジメント能力の問題
や、日本企業のコーポレート・ベンチャリングの仕組みが新しく起業する大企業
発ベンチャーの経営者にとってどれだけ魅力的なものか疑問に思うものも多くあ
る。しかし、筆者は、上記の先行研究で述べられている内容に加えて、コーポレ
ート・ベンチャリングの主体となる新しく創造される経営体の経営者についても
論じる必要があると考える。何をもってコーポレート・ベンチャリ ングを成功と
判断するかは難しいが、実際にコーポレート・ベンチャリングにおいてその成功
の可否は新しく創造される経営体が機能するかが大きな問題である。また、新し
く創造される経営体の経営者は、大企業の中において管理者、あるいは作業員と
しての役割を果たしており、「経営者」という異なるマネジメントの役割を果たさ
なくてはならない。このような問題を超えて、大企業がコーポレート・ベンチャ
リングを成功させていくためには、コーポレート・ベンチャリングの仕組みなど
だけに焦点を当てるのではなく、コーポレート・ベンチャリングによって新しく
生み出される経営体の経営や、経営者の能力について論じる必要がある。
3.コーポレート・ベンチャリングにおける経営体の創造
山城によれば、「経営体とは、独自の行動を認められた責任主体である。みずか
ら能力を持ち、責任をもって自主的行動をいとなむものである。5)Jとし、さら
に経営体は社会的存在でないとならないことを指摘している。山城は、 「経営体が
自主的に主張し、行動することは、単独行動をおこなうことではない。経営体は、
世の中で経営体と類似ないろいろの集団との関係をたもちつつその自主を主張し、
自主活動をそれ自体の自主的な地位の主張と、さらにその存在が世の中にただ一
つあるものではなく、多くの社会的存在と関係しあいながら、対境活動をいとな
んでいるとしづ意味をもつのである。6)Jと指摘している。つまり言い換えるな
ら、経営体とは独自の行動原理を持つ主体で、あり、社会の中で認められた存在で
なければならないと指摘している コーポレート・ベンチャリングにおいても、
同様の指摘ができる。コーポレート・ベンチャリングとは大企業が起業家精神(ア
ントレプレナーシップ)を活用したベンチャー的な手法で、新事業創出することで
ある。内部の経営資源を外部に切り出し、ベンチャー的な手法で、新事業創造する
ことは、すなわち大企業の経営体の一部を外部に切り出し、山城の指摘する経営
体を作り出すことである。
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山城によれば、この経営体においては、マネジメントの役割は仕事の内容に応
じて「経営」と「管理」の区別が重要であると指摘する。山城は、「経営は、企業
家精神による開拓者的な前向きの活動であり、管理は経営体の内部を管理監督す
る番頭のようなものである。」 と指摘している。そしてマネ、ジメントの階層は、図
表 1のように経営一管理 イー乍業とし、う階層にわかれてしも。
図表1マネジメントの経営階層
経営
管理
作業
出所山城 (1970)p.238より引用。
山城によれば、この三つの階層がそのいずれかが重要であるということではな
く、また従属的であるということではない。これらの3者が一体となって仕事を
することが大事であると指摘している。図2の包括的階層の図を使いながら、そ
れぞれの役割を説明すると、これは作業の質的表現を表している。経営という活
動は、企業の最高意思を決め、方向や方針を決める仕事を主としている。したが
って、 一番上の層であるとともにひろく全会社を包括する関係にある。最高意思
は経営全体にしみとおって管理や作業をリードせねばならない。これら経営活動
はどれだけ機械化が進み、オートメーション化が進んだとしても、人が意思決定
しなければならないものであると山城は指摘している。一方、このような経営層
の意思決定を実施に移していくことが必要である。この仕事を専門に担当するの
をゼネラル・マネジメント(玉三自主管理:general management)であると山城は
指摘している 7)。この全般管理の活動を「十旨令」といい、その指令が実施される
場合、仕事を部門にわけで担当させる。これが部であり、部門であり、現場の作
業を管理している。
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図表2マネジメントの包括的階層
経営
管理
作業
包括的階層表示
出所.山城 (1970)p.239より引用。
コーポレート・ベンチャリングにおいては、多くの場合においてこの管理部門
の一部と経営資源を外部に切り出して、大企業発ベンチャーとして新たな経営体
を作り出すのである。コーポレート・ベンチャリ ングにおいてはこの際に、 意思
決定機能の問題が生じる。つまり、今まで管理者としての作業を管理する業務を
行っていた管理者が外部に切り出されることにより、経営者となるのである。山
城によれば、経営者と管理者ではそのマネジメントにおける役割は大きく異なる。
従来までは、経営者の意思決定を尊重し、その意思決定を着実に実施に移すこと
を行う業務から、経営体の今後の方向性を決定づける意思決定を行う経営者とし
ての機能を果たさなければならない。しかし、このような管理者が経営者へ発展
することにおいて、経営はアートであり、サイエンスで、はないために、管理者と
して優秀な人物が必ずしも経営者としては優秀にはなりえない。このようなこと
から、 コーポレート・ ベンチャリングを成功させるには、経営者機能をどのよう
に育成していくか、経営者教育が重要なテーマとなってくる。
4.コーポレート・ベンチャリングにおける経営者教育
前述のとおり、日本の大企業の中には、コーポレート ・ベンチャリングによる
経営体の創出において、新しく輩出される経営体の経営者についての経営者教育
が必要となる。大企業からのベンチャー企業創出で、あるコーポレート・ベンチャ
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リングにおいては、スピンオフ・ベンチャーの経営者の経営者教育が重要となる。
独立系のベンチャーの経営者と異なり、大企業の中としづ特殊な環境の中でスタ
ートするコーポレート ・ベンチャリングにおいては、この経営者教育をどのよう
に考えるかが重要である。山城によれば、経営者教育とは、 KAEの原理によっ
て行われる自己啓発であるが。
図表3KAEの原理
K=knowledge=知識=原理
五)=ability=能力=実践
E=experience=経験=実際
出所山城 (1970)p70より引用
経営者の能力を高めることは、講師や塾などで学ぶものではなく、経営実践から
身につけることができるものである。よって経営実践の中で、身につけてし、かなけ
ればならない。このような経営者教育の立場に立つので、あれば、経営者教育にお
いて重要なものは企業家精神となる。企業家精神ドーリンガー (Dolinger，M.J)
は、企業家精神の定義に関し、次のような特徴をあげている。
①創造力とイノベーション
②資源の収集と経済的存且織の建設
③リスクと不確実性のもとでの利得あるいは増大のための機会
筆者は、このうちの③「リスクと不確実性のもとでの利得あるいは増大のため
の機会」が重要な点であると考えている。つまり企業家精神を考えるうえで企業
家自らがリスクを負い、さらにリスクを負うのみではなく、キャヒ。タルゲ、インな
どのモチベーションがなければならないのである。日本においては、社内ベンチ
ャー制度をとる企業は多いが、母体企業の中でリスクを負わずに、模擬的な会社
の形態をとったとしても、経営者自体が十分なリスクを負っておらず、またその
会社の経営形態では、キャヒ。タルゲ、インなどのモチベーションも持てないために、
企業家精神が醸成できない可能性がある。大企業発ベンチャー研究会の提言など
においても、日本の社会では優秀な人材は大企業に集中していると指摘されてい
る。ゆえに、①「創造力とイノベーション」、②「資源の収集と経済的組織の建設」
については十分にその能力を発揮できる経営者も多いであろう。しかし、どんな
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に優秀で、あっても、コーポレート・ベンチャリングによって生じる経営者自身が、
リスクを負っていないケースが多い。ゆえにコーポレート・ベンチャリングによ
って経営者に企業家精神を醸成させるには、その新しい経営者自身に、経営体に
対する大きな責任を負わせ、さらにその経営体の経営についてのインセンティプ
が生じなければならない。
このような事例として、富士通がある 9)。富士通では、新事業を創造する経営
者を募集するコーポレート・ベンチャリング制度がある。ただ、富士通のコーポ
レート・ベンチャリングにおいては、富士通側がマイノリティ出資であり、起業
する側の経営者が過半数の出資をしなければならない。また、 一度起業した富士
通の社員は、 3年以内の黒字化とし、う新事業の明確な目標を達成しなければ富士
通に戻ることはできない。文字通りの片道切符であり、富士通のコーポレート・
ベンチャリングの経営者には、大企業の社員としづ肩書きを捨てるということと、
新事業に必要な資金(過半数)を自ら出資するという高いリスクと不確実性を負
わなければならない。 一方で、成功することによって、富士通が新事業の株を買
い取るとしづ制度を設けている。これにより事業が成功すれば、莫大なキャピタ
ルゲ、インを獲得できる仕組みとなっており、 Dolingerが指摘する「リスクと不確
実性のもとでの利得あるいは増大のための機会」といえるであろう。このような
「リスクと不確実性のもとでの利得を獲得するJ過程における経営実践において、
経営者は自己啓発としての KAEから、経営者としての能力を高めることができ
るのである。逆にいえば、企業家がリスクを負わないようなコーポレート・ベン
チャリングにおいては、 KAEの原理も機能せず、経営者の自己啓発としての経
営者教育は機能しないといえる。
5.おわりに
以上みてきたように、日本においてもコーポレート・ベンチャリングが定着し
て、十数年が経過し、その課題などがみえてきた。その中でも、本稿では、コー
ポレート・ベンチャリングによって創造される新しい経営者の経営者教育につい
て論じてきた。マネジメントにおいては、経営者・管理者・作業者という 3つの
階層がある。コーポレート・ベンチャリングにおいては、この管理者・作業者が
経営者になる活動ともいえる。経営者と管理者・作業者ではマネジメントにおけ
る役割は大きく異なる。管理者・作業者として優秀だ、った人材が優秀な経営者と
なるとは限らないのである。
そのような背景から、コーポレート・ベンチャリングにおいては、新しく創造
される経営体における経営者の経営者教育が重要であると主張してきた。筆者は、
山城の考え方にたち、経営者教育とは外部の講師などを招いて経営力を高めるも
のではなく、 KAEの原理によって自己啓発によって経営力を高めるものである
と考えている。この自己啓発によって経営力を高めるためには、企業家精神の醸
成が重要であり、そのためにはリスクと不確実性のもとでの利得、あるいは増大
のための機会のもとで経営活動が必要であると論じた。日本において行われてき
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た社内ベンチャー制度のように、新しい経営者がリスクを負わないような形態で
は、KAEの原理に基づいた自己啓発による経営者教育は行われにくいのである。
真に経営者の企業家精神の発揮を追求するのであれば、経営者にリスクと不確実
性を負わせ、さらに明確な利得を得る機会を提供することが必要である。経営者
が、自己啓発による経営者教育を行うことによってはじめて、コーポレート・ベ
ンチャリングが機能するのである。
【注】
(1) Block， and MacMillan (1993) p.63を参照。
(2) 大企業発ベンチャー研究会 (2009)p.6を参照。
(3) 前回昇 (2010)p42を引用。
(4) 大企業発ベンチャー研究会p.14を参照。
(5) 山城 (1970) p 236を参照。
(6) 山城 (1970) p 236を参照。
(7) 山城 (1970) p 239を参照。
(8) 山城 (1970) p 70を参照。
(9) 山田幸三 (2000) p 153を参照。
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